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中国自動車市場の変化と今後のトレンド 

― 低価格化に歯止め、需要は高度化・多様化の方向― 
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《要 点》  

 
 

 2013年、中国自動車市場では、これまでにみられない変化が生じた。ここ５年間、

年平均▲2.0％の低下を続けてきた乗用車の平均販売単価が前年比 1.4％と上昇に

転じたように、乗用車市場の低価格化に歯止めがかかりつつある。 

 

 この背景として乗用車普及率の上昇に伴い買い替え需要が増加していることが指

摘できる。依然として新規需要が大半であるものの、買い替え比率は 2009 年の

13.4％から 2013年に 20.4％へ上昇した。2013年に販売された自動車 2,198万台の

うち、新規需要は 1,750万台、買い替え需要は 448万台であったと試算される。 

 

 こうしたなか、消費者の嗜好が低価格車から、性能などを強みとした“より良い車”

にシフトしている。一般的に、初めて乗用車を購入する層は経済性、購入価格を重視

するのに対して、買い替え層は車保有の経験が長い分、性能やスタイル、乗心地など

車本来の持つ魅力を重視する。実際、買い替え比率の高まりを受けて、高価格帯のセ

ダンや平均的な価格帯が 20 万元前後の SUV の販売が伸びている。 

 

 今後を展望すると、需要構造が一段と高度化・多様化すると見込まれる。2013 年時点

では 11 人に 1 台にとどまる普及率が徐々に高まるにつれ、性能やスタイル、乗心地な

どを重視する買い替え層が一段と増加することが見込まれる。 
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はじめに 

 

中国経済の変化は激しい。重大な変化を見落とすことは企業の痛手になる一方、変化をとらえて

的確に対応できれば、変化は新たな事業拡大の機会になる。昨年、中国自動車市場では、これまで

にみられない変化が生じた。低下し続けてきた乗用車の平均販売価格が上昇に転じたのである。 

 

 

１．低価格化に歯止め 

 

中国の自動車市場は所得水準の上昇に伴い、

拡大している。中国汽車工業協会によると、

2013 年の自動車販売台数（メーカー出荷、以下

同じ）は 2,198万台と前年比 13.9％増加した（図

表１）。 

内訳をみると、乗用車は 1,793 万台と前年比

15.7％増、商用車は 406 万台と同 6.4％増であ

った。乗用車についてみると、基本型（セダン、

２-box）は 1,201 万台、同 11.7％増、運動型

（SUV：Sport Utility Vehicle）は 299 万台万

台、39.6％増、多機能型（MPV：Multipurpose 

Vehicle）は 129 万台と前年の 2.6 倍と大幅に増

加した一方、クロスオーバー型（軽ワンボック

ス ほか）は 164 万台、前年比▲27.3％となった。商用車については、トラック 351 万台、6.2％

増、バス 56 万台、9.8％増であった。 

2013 年における注目点は、高価格セダンや

SUV、MPV の販売台数が大幅に増加した結果、

乗用車の平均販売単価が上昇に転じたことであ

る（図表２）。中国国家発展改革委員会の価格観

測中心によると、乗用車の平均販売単価は 2007

年の 11 万 4,083 元から年々低下し、2012 年に

は 10 万 3,175 元となった。5 年間の下落率は年

平均▲2.0％であった。その主因は、内陸部を中

心にエントリーカー需要が急拡大したことであ

る1。ところが、前述したように 2013 年には平

均販売単価が前年比 1.4％と上昇に転じた。 

これは、これまでにみられない大きな変化で

ある。中国乗用車市場では、公式統計は存在し

                                                   
1 詳しくは、関辰一「拡大する中国内陸部の自動車市場と小型車需要」日本総合研究所『アジア・

マンスリー』2011 年 9 月 1 日を参照。 
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（図表１）自動車販売台数と一人当たりGDP

自動車販売台数

一人当たりGDP(右目盛)

(資料)中国汽車工業協会、中国国家統計局を基に日本総研作成
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（資料）国家発展改革委員会価格観測中心を基に日本総研作成

（注）データは2007年から公表。
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ないものの 2007 年以前から低価格化の流れが続いていた。1990 年代、自家用車を保有できる個人

は政府高官や富裕層だけであった。自家用車の価格は中間層にはとても手が届くものではなかった。

中国汽車工業協会によると、1995 年に代表的な乗用車であった上海フォルクスワーゲン社のサンタ

ナは 1 台あたり 16 万元で販売されていた。当時の平均世帯年収が 1 万 3,834 元であったことを踏

まえると、如何に高価であったのかが実感できよう。 

2000 年代に入ると、地場系企業のみならずグローバル企業も相次いで中国で生産・販売拠点を広

げたことにより、価格競争が激化した。その結果、低価格化のトレンドが続き、2007 年のサンタナ

の価格は平均世帯年収の 1.7 倍にあたる 7 万元まで低下した。 

 

 

２．上昇する普及率、変わる需要構造 

 

このようななか 2013 年に乗用車市場の低価格化に歯止めがかかった背景として、需要構造の変

化が指摘できる。近年、所得の増加に連動して、自動車普及率が上昇している。自動車保有台数が

2005 年末の 3,160 万台から 2010 年に 7,802 万台、2013 年に 1 億 2,683 万台へ増加するなか、普

及率は 2005 年の 41 人に 1 台から 2010 年に 17 人に 1 台、2013 年に 11 人に 1 台へ上昇してきた。 

その結果、新規需要の拡大ペースが鈍化する

一方、買い替え需要が伸び、買い替え比率が上

昇している。買い替え需要の公式統計が無いた

め、以下では、自動車需要を新規需要と買い替

え需要に分解し、それぞれのボリュームを試算

する2。通常、自動車ストックの一部は耐用年数

を過ぎると廃棄され、新たな車に代替される。

ここでは、単純化するために、廃棄される台数

と代替購入される数が同数であると仮定し、こ

れを買い替え需要と定義する。そして、2013

年に販売された 2,198 万台は新規需要と買い替

え需要の 2 つから構成されること、2012 年末

の自動車ストック（保有台数：1 億 933 万台）

に 2013 年の新規需要をプラスすると 2013 年末の自動車ストック（1 億 2,683 万台）に等しくなる

こと、の 2 点を勘案して試算すると、2013 年の新規需要は 1,750 万台、買い替え需要は 448 万台

となる。同様に、各年の買い替え需要を試算すると図表３のようになる。依然として新規需要が大

半であるものの、買い替え層は着実に増加し、買い替え比率は 2009 年の 13.4％から 2013 年に

20.4％に上昇した。全国規模でこうした動きがみられるため、内陸部でも買い替え需要の拡大テン

ポが新規需要の拡大ペースを上回るようになり、買い替え比率が上昇トレンドに転じた可能性があ

る。 

                                                   
2 日本自動車工業協会は、自動車需要を新規需要、代替需要、増車需要に分類。本稿でいう新規需

要は、日本自工会の新規需要と増車需要を合わせたものであり、買い替え需要は代替需要に相当。 
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（図表３）自動車の買い替え需要と買い替え比率

買い替え需要

買い替え比率（右目盛）

(資料)中国汽車工業協会、中国統計摘要を基に日本総研作成
（注）買い替え比率＝買い替え需要/（新規需要+買い替え需要）

（％）（万台）

（年）
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買い替え層が厚みを増すという

ことは、消費者の嗜好が低価格車

から、性能など車本来の魅力を強

みとした“より良い車”にシフト

していることを意味する。一般的

に、買い替え層は、車保有の経験

が長い分、性能など車本来の持つ

魅力を重視する。トヨタの調査に

よると、初めて自動車を購入する層は経済性、購入価格を重視するのに対して、買い替えの回数が

多いほど、経済性と購入価格の優先順位が低下し、性能やスタイル、乗心地を優先するようになる

（図表４）。中国では、消費者の車保有の経験が深まりつつあるため、自動車需要が高度化・多様化

している。 

実際、前述したように高級セダンや SUV、MPV の販売が伸びている。SUV のトップ 10 モデル

の平均的な価格帯は 20 万元前後と乗用車のそれを大きく上回る。なお、SUV は日系メーカーの得

意分野である。セダンでは、唯一東風日産のブルーバード・シルフィがトップ 10 にランクインし

た一方、SUV では、東風ホンダの CR－V が販売ランキング 3 位、東風日産のキャシュカイ（日本

国内ではデュアリス）が 5 位、一汽トヨタの RAV4 が 6 位、広州トヨタのクルーガーが 9 位と、ト

ップ 10 入りしたモデルは 4 台にのぼる。 

 

 

３．今後の展望 

 

今後を展望すると、需要構造は一段と高度化・多様化すると見込まれる。前述したように、2013

年時点の普及率は 11 人に 1 台と、日本の 2 人に 1 台を大きく下回る。今後、所得水準の上昇に連

動して、中国の自動車保有率は一段と上昇する公算が大きい3。これに伴い、買い替え需要が増加し、

買い替え比率が一段と上昇すると見込まれる。 

                                                   
3 自動車普及状況の各国比較など詳しくは、関辰一「底上げがみられる中国の消費需要、変わる消

費構造」日本総合研究所『JRI レビュー』2014 Vol.6, No.16 を参照。 

台数(万台) 価格（万元） メーカー 国 台数(万台) 価格（万元） メーカー 国

1 フォーカス 40.4 10～17 長安フォード 米国 1 哈弗 41.7 9～31 長城 中国

2 ラヴィーダ 37.4 11～17 上海VW ドイツ 2 ディグアン 20.0 20～32 上海VW ドイツ

3 ビュイック・エクセル 29.6 10～12 上海GM 米国 3 CR-V 19.0 19～26 東風ホンダ 日本

4 セイル 27.6 6～8 上海GM 米国 4 IX35 15.7 17～24 北京現代 韓国

5 サジター 27.1 13～23 一汽VW ドイツ 5 キャシュカイ 12.5 14～22 東風日産 日本

6 ジェッタ 26.3 8～12 一汽VW ドイツ 6 RAV4 11.8 18～27 一汽トヨタ 日本

7 シルフィ 26.0 10～17 東風日産 日本 7 アウディQ5 10.2 36～57 一汽VW ドイツ

8 クルーズ 24.7 11～16 上海GM 米国 8 フォードクーガ 9.6 9～32 長安フォード 米国

9 サンタナ 24.3 8～12 上海VW ドイツ 9 クルーガー 9.5 25～43 広州トヨタ 日本

10 ボーラ 23.7 11～15 一汽VW ドイツ 10 S6 9.3 8～13 BYD 中国

(資料)中国汽車工業協会、汽車之家を基に日本総研作成

(注)価格は汽車之家より、2014.5.14アクセス。

（図表５）ブランド別販売台数（2013）

a) 基本型乗用車（セダン、２-box） b) SUV

初めて

2台目 3台目 4台目 5台目

第1位 経済性 経済性 性能 性能 性能

第2位 購入価格 性能 スタイル 乗心地 スタイル

第3位 性能 購入価格 経済性 スタイル 乗心地

第4位 スタイル 室内スペース 室内スペース 室内スペース 室内スペース

第5位 室内スペース スタイル 購入価格 経済性 経済性

（資料）トヨタ自動車販売株式会社社史編(1980)『世界への歩み』を基に日本総研作成

（図表４）買い替え回数と車種選択理由

買い替え
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では、性能やスタイル、乗心地を重視する買

い替え層は、いつまでにどの程度の規模に拡大

するのだろうか。自動車保有率が 2015 年に 8

人に 1 台、2020 年に 5 人に 1 台、2030 年に 3

人に 1 台、2040 年に 2 人に 1 台へ高まると仮

定して試算すると、買い替え需要はそれぞれ

700 万台から、1,200 万台、2,100 万台、2,900

万台に大きく拡大していくと見込まれる（図表

６）。市場全体に占める買い替え需要のシェアは、

2020年に37％、2030年に54％、2040年に68％

へ上昇していく見通しである。 

他方、初めて自動車を購入する層の増加ペー

スは鈍化し、2020 年前後から減少に転じる見通しである。低価格のエントリーモデルに対する需要

は飽和し、やがて縮小する公算が高い。 

 

 

おわりに 

 

以上のように、中国では乗用車の低価格化のトレンドに歯止めがかかりつつある。この背景には、

自動車普及率の上昇に伴い、需要構造が高度化・多様化していることが指摘できる。今後を展望す

ると、初めて自動車を購入する層が縮小に向かう一方、性能やスタイル、乗心地を重視する買い替

え層が厚みを増す見通しである。すなわち、需要構造が一段と高度化・多様化する公算が高い。 

日本メーカーの海外展開をみると、これまで欧米を主なマーケットとしてきた。アジアでは、中

国にも進出しているものの、東南アジアにおける市場シェアが高く、重心は東南アジアに置かれて

いたといえる。中国では政府の関与が大きいことに加え、経済性や購入価格を最優先する購入層が

急ピッチで伸びる一方、品質やアフターサービスを重視する層の伸びが緩やかであったことを踏ま

えれば、それは理に叶った判断と思われる。しかし、“より良い車”を求める買い替え層が中国で急

拡大し始めたことを勘案すると、中国市場の重要性を改めて見直す時期にあるといえよう。 

なお、本稿では中国自動車市場の需要構造を中心に分析した。需要構造の地域差や今後における

車種の構造変化、日本メーカーが得意とする環境対応車の状況、産業政策など残された課題は多く、

これらを今後取り扱っていきたい。 
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（図表６）自動車需要の予測

買い替え需要

新規需要

(シミュレーション)

(資料)中国国家統計局、中国汽車工業協会を基に日本総研作成
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